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経済学とエントロピー問題

関 根 友 彦

　経済活動とエントロピー法則の関係が注園され

るようになったのは比較的最近であり1），もとも

と物理学上の概念である凱ントロピーを，経済学

がどのように摂取し消化できるかについては，今

の・ところまだ十分の考察が行なわれたとは雷い難

い。本稿では，経済掌の伝統を内在的に自己批判

する過程で，エントロピー問題を位置：づけ，それ

が経済学の今後のあり方にいかなる示唆を与える

かを湾えてみたい。

1。生命系とその機械化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も
　先ず「現代社会の経済活動がエントロピーの増

大を加速する」という一般的認識から拙発しよう

と思うが，ここでr加速する」の意味を予め確定

　1）経済学者がエント瓢ピー問題を正薗から扱った
ものとしては，おそらくN．Georgesc慢一Roegen，コ「擁

翫加0盟1加⑳嘱魏8翫。ηo漉・Pア。・683，Harvard
・UP，1971が最初であろう。　Roege皿のその後の代表

的論文はエコラス・ジョージェスク謹レーゲン（小出

厚之助ほか訳）『経済学の神話』策洋経済新報，1981に

収録されている。目塞で臨これに触発されてか，この

方面での研究が盛んであり，董野井芳郎『生命系の工

訂ノミー譜新評諭，1982，槌国敦『資源物理学入門』

鼠本放送轟版協会，エ982，窒麟武『エネノレギーとエン

トロピーの経済単』菓洋経済新報，1982などが代表的

である。　また1983年9月には「エントロピー掌会」

が設立され，11月にはその第ユ画シンポジウムも行な

われている。

しておかないと厳密な議論はできないφその確定

の仕方にはいろいろとあろうが，私は特に「生命

系」という概念を起用したい。生命系とは周知の

ように，外界から低エントロピーを翻り外界に高

エントロピーを捨てることで，定常状態（エント

ロピーが増えも減りもしない状態）を維持しよう

とする開放系、を意味するが，このような開放定常

系の基本的存続条件として，その薩接的外界喝ま

た開放定常系を成すことが必要とされる2）。そこ

でいま人間社会もひとつの生命系とみるならば，

その存続に必要な一条件が地球上自然の自浄。再

生作用の維持にあることに，薩ぐ気が付く。この

点から我々は，人間社会の経済活動がこの条件を

犯したとき，またそのときにのみ，エントロピー・

増：大の加速があり，経済的にエントロピー問題が

発生すると考えよう。つまリエント質ピ・一問題の

発生と人間社会の究極的自滅とは同義となるので

あるS）。

　2）槌田揃掲書」Pρ．148f。また董野弁「前掲書」
　茎）．190における槌田の説明も参照。

　3）　エントロピーの増大は一般的な物理法期である
　から，仮：に経済活動が行なわれなくても低誕ントロど

　一資源は徐々に失われる。だからそのような資源スト

　ヅクの減量や枯渇を薗ちにエントロピー問題とする訳

　にはいかない。しかしそれが入閲社会の直撲的外界を

　「殺す」原因になるときには，エントロピー問題がi賠

　生するといっでよいのではないかと思う。
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　ところで入關社会も一難群系だと蓼えると乳苛

ぐにそれと生物個体とのアナ朧ジーが示唆される。

生物個体は一般に，一定水準のエントロ；ヒ㌧代謝

能力に応じて特化し，機械化する傾向をもっとい

われる蔓）。帰れは外界との関係を正常化し効率化

するためと思われる。蛋物は決しで機械ではない

けれど㍍　ある許容範囲内で効率的に外界と交渉

するためには機械化した方がよい。しかし逆にあ

まり機械化し過ぎると，外界の僅かな変動にも適

1芯できなくなるという関係にある。人間社会にも

岡様な颪があろう。つまり一定水準の使用価値生

産能力（更的喉物論の書葉でいえば生産無力の一

定の発展段階）に鮒賑して，入間祉会も機械化な

いし制度化する。虚し幽幽個体の場合には，その

エントロピ藁代謝能力が体内暴官の進化程度に依

存してほぼ固定しでいるから，問題はその許容範

囲内でいかに外界に順話していくかということに

なるが，社会の揚合だと、ユントロピー代謝能力に

値いする使用価値生産技術Lは，道具のような体外

細註の発達によって急速に進化する葛〉。だから問

題はむしろデほぼ圃定レた自然条件と変化する生

産能力との関係をどう調節するかとし～う方になる。

すなわち社会制度ないし機構といったものの変遷

が重要な関心事になるのであって，史的喉物論に

おける「照応の原則」もその点から理解すること

ができるb

　史的唯物論はしかし照応の原則の外に感う一つ

の重要な教訓を含んでいるbそれは資本主義とい

う特殊な社会を基準として他の社会を理解しよう

とする点で，．比喩的にはよく「人間の解翻は猿の

解剖への一つの鍵である」などといわれる6）。し

かしζ，れは資本主義社会の生産能力が他の社会の

それを凌駕しているからというよりも，資本主義

社会の構造が特殊な故にそうなのである。市逸機

　嬬）　これはベルタランフィの考えである。例えば

Luδwig　vo職8e晦1葛雌y，　P営。臨耀。ゾゐ嬢，　New
York，　Wiley，1952，　pp，17，46，1工6　fをみよ。

　5）　レーゲン『経済掌の神話』では身体内的（⑧茸dQ－

30血航ic＞な誌器官と身体外的（eXQSQm就ie＞な諸器官・

を区別している（ρP・4－5）。”

　6）　マルクス（高木幸二部監訳獲経演掌批判要綱湯

大月書店，195魯1965，第1分柵，ρ27。
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構というのは資本主義的野塵能力に適合した社会

制度の機械化に外ならないが，これは究金に分権

的でしか略自動制禦的なので，恰面一っの永久機

関であるかのような外観を呈するΩ侮処からエネ

ルギーを吸収し何処にエントロピーを放出してい

るのかが不醗僚なばかりでなく，そんなことには

無関心といわんばか参の力学的運動になっている。

．人間も知的蛍働に集中する・と観念的になって，雲

や霞を喰って生きるように自己を錯覚することが

あるが，そういう餌壷を考えればよい。：市場機構1

は自己の午ネルギー源に値いする経済生活の素材

的要因を抽象化しようとする傾向をもつ辛いる7）。

経済学は資本主義のこういう女面に依拠してその

理論を開拓したので，策揚機構を絶対化し易い感

のになった。これを経済掌的観念論といって略良

いが，この傾向の最も著しいのは近代経済学，特

に一・被均衡理論である。

a近代経済学の「生産」概念

　近代経済学では「生産」ということを，投入ベ

クトル劣の塵繊ベクトル〃への（一定期闇中に

おける）技循的弓形とみている。しか賂投入物や

産出物は，いずれも宿町価格を付与しうるものに

隈るという晒黙の前提もなされている。蔦れは何

故かというと，庵と略と「生産」が「交換」と類

似的に捉えられているからである。すなわち市揚

において一介晶バスケットαが他の商晶バスケ

ットδに懸垂される揚合に，これを市場的墨形’

というのに鮒し，生産の方は技術的転形というの

である＄）。こういう生塵の解釈が著しく一薗的な

ことは薩ぐに解る。それは市揚機構の枠の中だけ

で生産をいわば力学的に捉え，その外部との閾期

すなわち熱学的側面を捨象しようという試みに外

ならない。実際の生産では勿論この枠からはみ出

るもの（これを市場外部性と呼ぼ1う9））カ§沢山ある。

　7）　この点は更に第5節で問題にする。

　8）　実際，薪古典的価格理論はワルラスやヴィクゼ

ル以來，先ず供給側を翻黙した「交換の理諭」を説き，

次いで形武的には金くアナロガスに「生心の理論」を

展目する慣習を囲持している。

　9）　一般に生塵（消費）の外部性という野合は，生産

　（消費）者の活動が他の生灌（消費）者の活動によって影
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しかし一般均衡理論は，何とかしてこの「はみ出

る」部分を内部化して，力学的もしくは浮揚機構

的な体系の中に消化しようとして発達して来た。

　例えばワルラスに代表される新古典的価格理論

をみてみよう。ここでは固定資本の磨損部分とい

う価格の付かない数量が現われる。しかしこれに

減価償却費という観念的な価格をつけると，単純

再生産の場合にだけそれが磨損部分の更新費と一

致するので10），隣合的な処理ができる。このため

ワルラス的な価格理論では何時も定常状態が仮定

され，一切の資源賦存量を固定したままで，価格

機構による既存資源の最適配分が研究されること

になる。これは生産，ひいては経済活動一般の熱

学的側面を不変と仮定し，固定したものと考える

ことができる。

　一般均衡理論のもう一つの典型はフォン・ノイ

マンの多部門成長理論である。ここでは中古の固

定資本も結合生産物と仮定されるので，磨損部分

の内部化という厄介な問題は起らないが，実際に

は市揚が価格を付けない中古品にも新品同様に一

般均衡価格を算定しようというのだから，均等成

長率という形で需要側の条件を極端に単純化しな

けれ’ばならない。ところがそんな仮定が可能なた

めには，労働も資本と同様に中間生産物とする外，

土地に代表される自然的生産要素に至っては全く

存在しないものとして捨象せざるを得ないことに

なる。つまり本源的生産要素とともに生産に関係

する一切の熱学的性格を抹殺することによって，

生産における技術的転漕も交換における事書的下

形も，全く同質であるという見事な（！）経済体系

が確立できる訳である。これはふつう価格関係と

数量関係の双対性という形で表現されているが，

つまるところ価値と使用価値の間に，あるいは形

響されることであり，ここでいう市揚外部性とは違
う。しかし生産や消費のために必要な稀少資源がすべ

て私有されていれば，生産や消費の外部性は発生しな

い（例えば，宇沢弘文『近代経済学の再検討』岩波書

店，1977，P．73）。そして私有される資源は何らかの

価格で処分されうる筈であるから市揚内部的になる。

いいかえれば，油揚外部性がなければ，普通にいう生
産（消費）の外部性もない訳である。

10）　この点は高須賀義博『再生産表式分析』新評論，

1968に詳しい。
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式的経済と実質的経済との間に，何ら根本的な矛

盾が存在しないという考え方であり，これが一般

均衡理論の基本的思想を形成していると言ってよ

いll）。

　それにも拘らず現実の経済生活には市揚機構で

説明し切れないものが多く残されている。一般均

衡理論の立場からはこれが厚生経済学の対象にな

る訳であるが，それは勲爵外部的なものに規範的

な価格を与えて内部化しようという試みに外なら

ない。厚生経済学が専らその研究対象にしている

のは，特定の生産活動が特定の産業ないし消費者

団に対し無償で与える便益や被害の問題で，その

説明によく「密蜂と林檎」の比喩が使われ，る。し

かし問題がこの範囲に止まっているならば，関係

当事者間で適当な補償が合意されればよい訳だし，

自発的合意が得られそうになければ，予め私有権

の範囲を明確にしておき，裁判所に問題を解決し

てもらうのでもよい12）。「これに対し産業活動の結

果が不特定多数の社会一般に（しかも揚合によっ

ては将来世代をも含めて）被害を及ぼす公害であ

るとか，その極限的形態たるエントロピー増大の

加速ということになると，その社会的費用を推定

し加害者の負担にするなどという考えは全く観念

的なものになる。そもそも社会的費用などと称す

るものは，規範的にしか決められないから厚生経

済学で問題になるのだが，厚生経済学にはそうい

う概念の空き箱があるだけで，その内容は経済学

以外で（例えば倫理学や社会哲学で）決定さるべき

ものと考えられている。実際にはいかなる計算も

恣意的であるし，第一にその計算の結果が有限な

数値になるという保証は全くない。上記のように

エントロピー増大の加速ということが，人間社会

の究極的自滅と同義であるとすれば，その社会的

費用が無限大と計算され’ても不思議ではない。そ

うなるとエントロピー問題は厚生経済学的にも内

11）双対性そのものは，利潤最大化に対する費用最

小化とか，ストルバー・サミュエルソン定理に対する

ルイブチンスキー定理のように，生産物市揚と要素市

揚の関係を示すこともあり，ノイマンの揚馬と同様な

解釈がいつでも可能なわけではない。

12）Coaseの定理はその点をいっている。宇沢「前
掲書」PP．73－75も同様である。
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部化を許さないものとして残るのであり，その理

由は，近代経済学における生産の概念が一面的に

過ぎたため，と結論するのが正当であろう。

3．マルクス経済学の生産概念

　そこで今度はマルクス経済学の方で「生産」を

どうみているかという点を考えよう13）。ここでは

生産一般が労働過程と生産過程という二重の側面

から捉えられている。労働過程というのは人間が

自然に働きかけて使用価値を得る行為を意味し，

本源的生産要素たる労働と土地は主体と対象の関

係でその二要因になっている。それは人間と自然

の合目的々共生関係を含意しているともいえる。

これに対して生産過程の方は，労働過程の結果を・

生産物と生産物の技術的関係としてみるもので，

生産物ではない人間や自然はできるだけ考慮外に

おこうとする立場である。しかし労働過程の裏付

けをもたない生産活動は「生産過程」とはいわな

いし，そういうものでは一個口歴史社会（すなわ

ち生命系としての人間社会）は維持できないと考

えられている。だからあらゆる社会に共通な労働

過程というものは，マルクス経済学の理論（原理

論ともいう）における最も基本的な概念になって

いる。それにも拘らず原理論は，それが資本の立

揚から説かれざるを得ないという事実により，労

働過程の全貌を直接に明示することをしないで，

単にそれを資本の生産過程の前提として暗示する

に止まっている。

　資本はもともと商人的な形態であり労働過程に

は無縁であったが，原始的蓄積の結果ようやく生

産に介入できることになった。だから資本は商品

をつくるといっても，これを使用価値としてでは

なく価値としてつくるのである。簡単にいえば先

ず儲りそうなものを生産して，次にそれがどれだ

け売れるかを市揚で試す。これを資本家的生産の

価値法則による事後的矯正というが，’この際に資

本が直接に意識するのは費用や売上げと直接に関

係する生産過程の方で労働過程ではない。だから

原理論でも労働過程の説明は不分明になる。とこ

13）　ここでマルクス経済学という揚合は宇野理論的

に解釈されたものをさす。
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ろで資本が価値生産をする馴合に，労働過程の主

体をなす生産的労働力の方はすでに商品化されて

いるので，資本もこれを簡単に無視することはで

きないが，労働過程の対象をなす自然の方は商品

化されないまま土地所有に独占されて居り，資本

は賃貸によってこれを利用するしかない。それは

使用価値生産には重要な要因だけれども，価値生

産にはいわば外生的なものだからこれでもよい訳

で，実際に原理論でも資本と土地所有の関係は生

産論ではなく分配論（における地代論）で明らかに

される。

　資本主義は労働者と資本家だけから成立ってい

るように考える人も多いと思うが，理論的には決

してそうでないことを強調しておきたい。実は私

的土地所有がないと資本主義社会は労働過程を充

足することができず，従？て一歴史社会としても

成立しない。資本も．この事実をそれとなく悟って

いるからこそ，不生産的でもあり農業生産を制約

もする土地所有の存在を認め，少なくとも原理的

にはこれ，と合目的々に共存しようと努める。資本

は労働過程を意識しないで生産するから，放って

おけばいくらでも労働力を搾取したり自然を収奪

したりする。これに対し労働力の方は階級的抵抗

によってその限度を画するが，自然の方は土地所

有がこれを阻止する以外にない。自然の再生に長

期的利害をもつ土地所有があるからこそ，農業資

本が土地を乱耕しようとしてもそれができず，耕

地の広汎な砂漠化を避けることができる。もっと

も資本主義農業は決して理想的に行なわれるもの

ではないから，現実には多様な事態が発生したで

あろうが14），それとは別に資本主義社会における
　　　　　　　　サ　　　リ　　　　　　　の

土地所有の役割が理論的にこのように規定できる

ことは重要であり，今日エントロピーや公害の問

題を考える場合に看過してよ6ことではない。

　資本主義はもともと軽工業的技術による使用価

値生産に最も適したものであり，その典型的な姿

が自由主義段階に具現したのも当然である。帝国

主義段階になると髄に重工業が発達し資本主義も

14）資本主義農業の現実的な姿については渡辺寛
「資本主義と農業」（大内力編『農業経済論』筑摩書房

1967所収）を参照。
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それを反映して変貌するが，この頃の重工業技術

は今から考えるとまだまだ小規模なもので，経営

者革命以前のいわゆる資本家的株式会社で消化し

得る程度を越えなかった。第1次大戦前の資本主

義的工業はまだ今日のような巨大技術を駆使でき

るものではなかった。そうとすると若干の例外は

ともかくとして，第1次大戦以前にエントロピー

問題が深刻になり謡えたのは，農業のようにそれ

自体で自然と直結する産業に限られたとみてもよ

いように思われる。その農業で資本が，自分と対

立し自分と行動様式も異にする土地所有を敢えて

許容し，これと合目的々に共存したということが，

エントロピー問題の発生を回避せしめ，資本主義

社会を一生命系として成立せしめたといえるので

はないか15）。ところが第1次世界大戦によって資

本主義が基本的に終焉したので，この自己規律も

同時に失われることになった。

4．脱資本主義過程におけるエントロピー問題

　今日の体制はふつう混合経済とか国家独占資本

主義とかいわれるが，実際にはもはや資本主義の

内的論理に支配されるものではないから，私は脱

資本主義過程と呼ぶことにしている。それは基本

的に資本主義ではなくなったにも拘らず，社会主

義と呼びうるような新しい歴史社会を実現しても

いない，という意味で過渡的な体制に過ぎない。

それは「生命系」として存立する根拠をもたない

から無軌道な産業活動を自ら抑制できず，公害や

環境破壊を通じてエントロピーの増大を加速す

る16）。かかる体制は30年代の不況と第2次世界

15）　資本主義社会は手ントロピー問題を発生させる

可能性をもちながらも，現実的にはそれを回避した。

その点が説明できないと資本主義が一歴史社会として

成立しないことになり，原理論の意義は一挙に失われ
る。

16）　現体制が未だに資本主義の内的論理によって支

配されているとみるか，私のようにそうでないとみる

かは判断の相違であるから，それだけではどちらが正

しいともいえない。むしろ現状を整理するのにどちら

の解釈がヨリ有効で無理がないかという点をみるべき

であろう。例えば現代社会が資本主義の法則に束縛さ

れていると一方ではいいながら，それが同時に他の社

会への過渡期にあると主張するのは，相当な無理があ

ると考えてよいであろう。
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大戦を通じて定着するに至ったが，それは国家に

よる通貨と有効需要。～管理を不可欠な条件とする。

その結果として国家権力と経営者的大企業との期

日も不可避となるが，それは帝国主義時代にも認

められた金融寡頭制などとは全く性格を異にする

ものである。それは社長と大臣の結託ではなく，

専門的な企業経営者と行政事務官の技術レベルで

の連携であり，ガルブレイスのテクノストラクチ

ュアを拡張したものとみてよい17）。ここではテク

ノクラート集団または専門技術者集団と呼んでお

こう。では何故このような集団が支配的になるか

というと，それは総需要政策が制度化するからで

ある。

　一回限りの公共事業による「呼び水効果」で常

時，高度の雇用水準を維持しておこうとしても無

理であるから，・毎年継続的に大量の外生的支出が

経済体系の中に注入されなければならないことに

なる。これは政府支出の形でなされても民間投資

の形でなされてもよいが，いずれの貫合にも基本

的には「ピラミッド建設的」性格をもつものであ

る。というのは市民的経済生活の中で「自発的に

形成された」社会需要に応えるのではなくて，人

為的に非自発的需要を創出しようとするものだか

らである18）。そういう創出計画を具体的に立案し

実施するのが専門技術者集団なのである。一般の

市民的経済生活は；むしろかかるピラミッド建設

の副産物になる。これが現代経済の特徴であるが，

それはまた成長すればするほど，ますます大量の

ピラミッド建設を必要とするという性質をもって

いる。もちろん内生的支出も諸々の方策である程

度までは押し上げることができ，実際にも大衆消

費などは大いに奨励されたが，それには限度があ

る。他方，限界消費性向の性質から潜在的産出が

増えれば，高雇用のために必要なピラミッドもま

すます大型にならざるを得ない。従って専門技術

17）　ガルブレイス（都留重人監訳）『新しい産業国家』

河出書房，1968，P．91，ではテクノストラクチ昌アを

企業組織に内生的なものとみているようである。しか

しそれが官僚組織と直結しうることは明らかである。

18）　マクロ理論は総支出の内容を問わないから，社

会的需要の構造は誰がどう決めてもよいということを
　　　　　　　　　、暗に前提としている。
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者集団は当然に大型巨大技術の開発に努めるのだ

が，ここに米ソ対立という政治的背景を加味する

ならば，先端的大型科学技術が先ず専ら軍事技術

として開発される実状が理解できる。ピラミッド

建設には軍事技術をそのまま応用してもよいが，

それには政治的抵抗もあるので，むしろその「平

和的利用」を民間でやって呉れると都合がよい。

そこで原子力発電や農薬の使用などが大いに奨励

されることになる19）。このようなものは市民的な

経済生活の中から自発的に要請されたのではなく，

専門技術者集団が独自に開発・推進したものと考

えられる。この種のものが大量に一般的産業活動

’の中に入って来ると公害や環境の劣化が起るのは

むしろ当然ともいえる。

　しかし現代社会はそれを抑制しうる体質をもっ

ていない。それはピラミッド建設が自発的な社会

需要に応える生産活動ではなく，それからますま

す乖離する性質のものだからである。つまり人間

が主体となって合目的々に自然と共生しようとす

る行為（労働過程）から浮き上った生産活動だから

である。もともとは本来の労働過程の方が旨く行

っていないので，少しばかりのピラミッド建設で

これを刺戟してみようという話であった。ケイン

ズもそう考えていたらしい。ところが今日ではそ

れが全く主客転倒になり20），経済政策における

「一般理論」の権威もそれとともに失墜するに至

った。すなわち租税や公債で集められた中央政府

の財政資金で軍事技術が開発され，その「平和的

利用」で生産され’る危険な財貨が市場に氾濫し，

我々は好むと好まざるとに拘らずこれを順調に，

しかも常に高騰する価格で消化しないと，大量の

19）　公害や環境破壊にはあらゆる種類があるが，原

発と農薬はその究極的なものといってよい。いずれも

原子爆弾・毒ガスなどの軍：事技術を「平和利用」した

ものである。

20）　有効需要論はもともと不況の経済学といわれ，

資金として発生する貨幣的手中を実物撰資に転換でき

ないから政府支出が必要だという話であった。ところ

が最近は赤字国債による政府活動が巨大な資金を吸収

し，資本市場を圧迫するという逆の事態になってい

る。つまりピラミッド建設が使い残した資源しか民間

の経済生活は利用できない状態である。ここに反ケイ

ンズ主義が登揚する理由がある。註23）を参照。
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失業と社会的不安を回避できないという袋小路に

追い込まれている。このように市民不在の不合理

な経済体制の中から，エントロピー問題が今日の

ような規模で発生するのである。だから我々は一

日も早く専門技術者集団が支配的であるような体

制を廃絶し，総需要政策以外の方法で我々の経済

生活を再組織しなければ，決してエントロピー問

題から解放されることはないであろう。

5．広義の経済学の問題

　ではエントロピー問題の発生しないような経済

組織とはどういうものであろうか。その点を明確

にするため，先ず若干の方法論的考察から始めよ

う。一般に経済について語るとき，我々はその実

体と形態とを区別する必要がある。経済の実体

（カール・ポラニーの言葉では物的欲求満足）とは，

人間が自然に働きかけて使用価値を生産すること

であり，実質的経済生活といいかえてもよい。要

するに労働過程を中心にして経済活動をみる立揚

である。人間社会を生命系とみるならば，そのエ

ントロピー代謝の素材的内容を考えればよい。こ

れに対し形態とか形式とかいう方は，使用価値生

産（エントロピー代謝）を機械的かつ効率的に行な

うための組織または機構である。本来は経済生活

の実体の方が先にあり，その機械化として適当な

形態が定着して来るものであるし，その形態も必

ずしも整然たる力学的体系をなすわけではなく，

むしろ若干の法的もしくは慣習的な規約を集めた

に過ぎない場合が多い。だから実体の方を消して

しまうと，みるべき形態も残らないのが普通であ

ろう。ところが資本主義の揚合に限ってそうはな

らない21）。ここでは実体の方を希薄にし抽象化す

ればするほど，形式のもつ論理が閲明に姿を現わ

して来る。経済生活の実体を（すなわち使用価値

的側面を）ほぼ完全に抹殺してしまうと，一般均

衡理論のように精巧な（しかし実在性のない）体系

が得られるめである。1

　資本主義が発達しその市揚機構が整備され’て来

るに従って理論化され体系化された経済学は，す

21）　註7）を参照。
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でに指摘したように，ともすれば経済の形態面を

過重視し実体の方は等閑視するという偏向を免れ

なかった。マルクス経済学についてみても，それ

は決して経済の実体を無視してはいないが，資本

の純粋な論理を綜合する目的では，やはり経済生

活の素材面を抽象せざるを得ない。ただここで注

意を要するのは，この抽象を行なうのが（近代経

済学の場合のように）我々ではなく資本報身だと

いうことである。資本は決して実質的な経済生活

の全体をその形態の中に包摂し切ることはできな

いが，使用価値生産の技術がほぼ軽工業的な揚合

に限り，傾向的にそれを達成する能力をもつ七い

る。極限的にその状態を想定したのが純粋資本主

義の世界であって，これが最も「摩擦」の少ない

実験室的状態に相当するとみてよい。ところが現

実には軽工業技術がやがて重工業技術にとってか

わられ，更に今日ではとうてい資本の手には負え

ない大型巨大技術が支配的になっている22）。だか

ら理想的な資本主義を前提に構築された「狭義の

経済学」の理論が，至るところで説明能力の欠如

を暴露しても，むしろそれが当然であるとしなけ

ればならない。

　「狭義の経済学」に対する不信は，最近しばし

ば指摘されるようになった「市場の欠落」を反映

するものである。しかし後者は決して偶然に起り

はじめたのではなく，我々の経済生活が主として

依拠している使用価値が大型になり，その生産が

市町機構によって自動調節的に管理し切れなくな

った結果を示している。脱資本主義過程とは，か

かる事態に対処するため従来の市場原理に加えて

計画原理を採用するものといってもよい。一見し

たところ計画原理は市揚原理に対して必ずしも敵

対的でなく，むしろ補完的と思われたためか，30

年冬以後ほぼ無抵抗に導入されたが，実際にそれ

が定着すると次第に市場原理を空洞化し形骸化す

ることになった23）。事実，今日の産業国家におけ

22）　株式会社制度は所有と経営を分離するといわれ

るが，帝国主義段階ではそれが大資本による小資本の

収奪という形で現われ，経営者革命以後は「サラリー

マン社長」の登揚ということになった。資本家的株式

会社でこなせる技術と，経営者的株式会社を必要とす

る技術は区別すべきであると思う。
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る市揚経済は，自発的に形成された社会的需要に

基づいて稀少資源の最適配分を行なうものではな

く，国家や大企業が小企業と消費者を収奪する装

置に堕している。これは中央集権的国家が計画原

理を採用する前廉に避けられない帰結とみてよい。

西欧の産業国家とは異り中央計画経済を採用する

諸国にあっては，この点がもっと露骨に現われる。

何故ならば，そこでは産業連関分析などでいう最

終需要ベクトルに相当するものが，中央計画当局

によって「上から」勝手に決定され，それが民意

と合致しているかどうかは問われないからである。

このように中央計画当局や専門技術者集団が社会

的需要の構造を恣意的に判断し決定するのでは，

生産活動がますます本来の労働過程から遊離する

ことになる。

　中央集権的国家の採用する計画原理は，市揚原

理の行き詰ったところでいわば自然発生したもの

であるが，経済組織の原理としては決して本来の

市場原理に代りうるもので・はない24）。それは自由

で創意に満ちた経済生活にとって不可欠な条件と

いうべき社会的需要形成の自発性を否定するもの

だからである。そういうものはたかだか短期的緊

急事態（戦争・不況・凶作など）を乗り切るために

有効であるに過ぎない。市場原理では分散した個

別単位が独自に目的函数を設け，それを一定の制

約条件下に最適化したものを集計することで社会

的最適を見出したのであるが，計画原理の聯合に

はいわゆる社会厚生函数に相当するものを恣意的

に想定せざるを得ない。これだけからもすでに計

画原理が市場原理の不細工な模倣に過ぎないこと

が明らかである。脱資本主義過程における総需要

政策と中央計画経済が二つながら失敗に帰した理

由もここにある。そうだとすると我々は，すでに

23）　最近における経済的保守主義（反ケインズ主義）

の登揚は，今さらのようにこの事実に気がついた急進

的自由主義者の慌てぶりと焦りを反映している。

24）　これは一時ミーゼスやハイエクが社会主義不可

能論を唱えて主張したことであるが，全然誤りとはい

えない。市揚原理は個別的には「他人のための使用価

値」を生産しつつも，価値法則に服することによって

全体としては「自発的に形成された」社会的需要を尊

重する。これに対し計画原理は「あてがいぶちの使用

価値」を生産することしかできない。
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行き詰った三方原理に代る経済組織の原理をまだ

識らないことになる。私が脱資本主義過程を一個

の独立した歴史社会とみなさない理由もここにあ

る。

　ここで我々は本節の振り出しに戻り，エントロ

ピー問題の発生しないような経済組織がどのよう

な原理に拠って立つのかを考えてみよう。そのよ

うな原理は少なくとも市場原理を単に模倣したり

補正したものではなく，これを真に転倒するもの

でなければならないであろう。言い換えれば現在

しられている計画原理とは違って，市揚原理を完

全に止揚するものでなければならない。ところが

そのようなものを伝統的な「狭義の経済学」に求

めることはもはやできない。何故ならば「狭義の

経済学」は本来的に市場原理の止揚を許さないか

らである。ここで初めて「広義の経済学」の必要

性が明らかになる。その課題は正に，市揚原理を

越えて新しい社会の経済組織原理を模索すること

にあるといってよい25）。

6．社会主義と使用価値生産

　我々はエントロピー問題の一般化を脱資本主義

過程に特徴的なものと捉え，その理由を，脱資本

主義過程における生産活動が本来の労働過程から

遊離する傾向の中に認めた。社会的需要形成の自

発性を否定する計画原理の採用は，専門技術者集

団などによるSF的大型科学技術の開発を助長し，

使用価値生産を一般市民の経済生活から引き離し

ていく。しかもそれが，市場原理の単なる延長に

すぎない経済主義によって合理化される。こうし

た一連の事実の中に，我々は現体制の危機と矛盾

の根元が潜んでいると考えるのである。この立揚

から我々は当然に労働過程の見直しを迫られる。

しかしここでは，資本の生産過程の背後にある抽

25）　エンゲルスが『反デューリング論』で示唆した

「広義の経済学」は，ポラニーのいう比較経済論のよ

うに，主に前遣代社会の経済を資本主義社会との比較

によって研究しようというものである。しかし私はこ

こで寧ろ計画原理に代る社会主義経済論を「広義の経

済学」の中心課題として設定したい。．それとの関連で

エンゲルス＝ポラニー的内容も意味をもって来ると考
えられ，る。
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象的な労働過程が問題なのではなく，我々自身が

その主体であるような具体的な労働過程が考察さ

れなければならないのである。労働過程をこのよ

うに正面からみることは，同時に，これまで狭義

の経済学を束縛していた価値の視点から一歩先卜

進んで，使用価値的視点を意識的に採用すること

であり，広義の経済学の領域に踏み入ることを意

味する。

　前近代社会における労働過程をみると，そこで

はまだ直接生産者が自然から独立していないので，

主体的入間と対象的自然の区別は存在せず，両者

は始めから一体となっている。従って両者間に対

立も緊張もない訳であり，両者の共生関係を意識

的に云々する理由はない。ところが資本主義社会

において「資本と賃労働の関係」’が成立すると，

直接生産者が土地から排除されるので，入間は否

応なしに自然から独立する26）。これがいわゆる近

代的人間解放であるが，主体としての人間はまだ

資本の媒介によらなければ対象的自然に働きかけ

ることができない。そのため個々の生産者が使用

価値に無関心（従って無責任）であっても，価値法

則の調整により全体としては理性的な生産が行な

われるという関係にある。’すなわち予定調和の約

束によって労働過程が充足され，人間と自然の共

生する生命系が保たれる。更にいいかえれば，こ

こでは人間の生産活動が労働過程を離れる可能性

がありながら，神の摂理によってそうならないと

いう状態にある。ところが，一時は神の摂理と思

われたものが実は使用価値生産技術の軽工業的段

階に過ぎなかったことが解ると，現実がその段階

を離iれるに応じて摂理の効力も薄れ，脱資本主義

過程においては全く無力になったという事実も納

得できるのである。

　こう考えると，資本主義に代る歴史社会として

の社会主義が先ず達成すべきなのが，入間と自然

の意識的共生に外ならないことが明らかである。

そもそも社会主義とは，神の恩寵や市場機構の安

定性に頼ることなく，人間が自分の責任で使用価

値の生産を組織しようとする決意を意味する。だ

26）　アルクス「前掲書」第3分冊・P・423。

亀
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とすると我々は「一体誰が意識的な使用価値の生

産について責任をとれるか」という問題に先ず答

えなければならないが，それは「生活者」である

といってよいと思う。ここで私が生活難というの

は「自分のための使用価値」をつくるものである。

人間は自分自身の生活のために危険な物資をつく

ったり，環境破壊的な技術を採用したりする筈は

ない。但し人間は類規存在であるから，家族・同

族・隣人など一定範囲の集団につき同類意識を持

つのが当然であり，その範囲内での「他人のた

め」は「自分のため」と同様にみてよい。そうす

ると例えば，母性愛のある母親が苦心して子供の

弁当をつくる場合，村落共同体が農業生産で協力

する鳥合，コミュニティーが是非とも必要な教

育・医療などの公共施設を建造する場合，等々は

いずれも「自分のための」使用価値生産になる。

　ここでは生活者が本当に自分で欲するものを生

産するのであるから，無駄な費用をかけたり不必

要な節約をしたりはしないだろうし，また自ら納

得のいく技術しか使用しないであろう。従って不

適正技術の開発が助長されたりもしないであろ

う27）。つまり生活者の生産活動は無責任にはなり

得ないし，また労働過程から遊離することもあり

得ない。だから当然エントロピー問題が発生する

余地もないことになる。そうとすると，社会主義

的生産様式は，このような生活者集団または生活

共同体における生産を基礎として組織されなけれ

ばならないことが解るが，具体的にかかる生活共

同体は何かというと，それは地域社会に外ならな

し、o

7．地域的社会主義の構想

遊牧民のように特殊な場合を別にすれば，一般

に生活者集団は特定の地域に定住しているから，

当然に地域文化性をもつ。というのは地理的空間

を捨象して生活共同体を考えることはできない。

27）　シューマッハー（斉藤志郎訳）『人間復興の経済』

佑学社，1982以来，中間技術とか適正技術とかいうこ

とが言われるようになったが，生活に密着した次元で

開発される技術は適正技術でしかあり得ない。それに

対し「あてがいぶちの使用価値」をつくる技術はもと

もと不適正なのである。
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しかし地域社会の適正規模については，人口や所

帯数の面からも地理的空間の面からも画一的な基

準を設けることはできない。ただ大きすぎれば同

類意識が薄れ使用価値生産の責任がとりにくいで

あろうし，小さすぎれば技術的に不利であろう。

そこで一応の目安として考えられる条件が，第1

に人口もしくは所帯数が直接民主主義の可能な範

囲を越えないということ，第2に一旦緩急あれば

自給自足によっても最低生活が可能であるような

自然資源をもつこと，である28）。実際には歴史的

に文化的風土が形成されて居り，それをもとにし

てある程度の試行錯誤を繰返せば，地域社会の適

正規模は容易に確定できるものと思われ，る。この

ような地域社会が社会主義国家の経済組織におけ

る基礎的単位となるのであるが，それが形式的な

ものに留まらないためには，各地域が自主的な経

済的意志決定権を認められなければならない。

　具体的には，それは自家生産の権利（いかなる

使用価値でも地域社会がそう欲する揚合には自家

生産できるという権利）と，対外貿易制約の権利

（地域社会が必要と認めた場合には外部からの売

込みを制限ないし禁止できるという権利）である。

これらは現在，国家レベルでは公然と認められて

いるが，自由主義的経済学者はそれすらも不合理

と考えているから，同じ権利を地域レベルで主張

することは言語道断と思われるかも知れない。し

かし地域社会とはもともとそういうものであって，

広域市場とは交易港を通じてのみ結びつくことで

自己の独立性を確保したのである。ただ近代以前

の地域社会は，情報・知識・技術などの伝達が不

十分なため，互いに孤立し停滞する傾向にあった。

近世初期の長距離商業は商品交換によってこの欠

落を補ったので，恰も商業の発展と近代化，地域

社会の解体と文明開化が同義であるような印象を

与えたのである。ところが情報や知識の伝達が必

ずしも物品の移動を要しないということは，最近

28）例えばロバート・オウエンは約500－1500人ま

たは300家族と約600エーカーの土地からなる協同社
会を考えたが（『世界の名著42』中央公論社，P．207），

これではあまりに小さすぎる。局地化していれば5万

から10万，あるいはそれ以上の人口でも十分に同類
意識が保てるのではないか。



106 経　　済　　研　　究

の情報革命でも明らかになっている。商品の移動

なしにも技術移転が可能であるとすれば，比較生

産費学説等これま・での貿易理論も全面的に訂正を

要し，一概に保護主義を罪悪歯することはできな

くなる29）。むしろ同種の技術が地域的に分化し適

正化する方が，経済合理的であるという議論も十

分に成り立つ筈である。

　以上の考察を通じて，地域社会に立脚する社会

主義の国民経済が，どういう構造をもつべきであ

るかが自ら明らかになってくる。資本主義ととも

に発達した広域市場は，一方においては地域社会

に情報や知識を伝達してその発展を援けるもので

あったが，他方ではそれを商品移動によって達成

しようとしたため，逆に地域社会を解体し併呑す

る結果に終った。広域市揚に代る社会主義国家は，

この前者の効能を拡大し後者の弊害を排除するよ

うに編成されればよい訳である。それは地域社会

の自主的な生活権を認めた上で，情報や知識の普

及（技術移転の促進も含む）および規格化された中

間財の調達において協力すればよい。このうち前

者については特に問題がないが，後者は若干の説

明を要する。最近の大手百貨店が扱う商品の数は

百万品目に近いというが，その大部分は最：終消費

財である。これに対し品目数は圧倒的に少ないが

生産額ではほぼ等しい中間財があって，企業間取

引の対象となっている30）。品目数が少ないのはそ

g）多くが規格製品だからである。一般に最終消費

財は，個人的にも地域的にも多様に分化すればす

るほど，生活の質を向上させる性質をもっており，

質的な財と呼ぶことができる。これに対し中間財

の大部分は，予め適当な規格を定め七おいて量産

する方が合理的であり，生活の質とは直接に関係

しないから，量的な財ということができる。質的

29）　そもそも比較優位に基づく専業の理論は工業生

産から抽象された空論であって，農業のように自然と

密着した産業には適用しない。単作や連作が地力を破

壊するからである。また個々の家庭でパンを焼く権利

を認めても，経済的に不合理な保護主義を支持したこ

とにはならない。．家庭を地域と置きかえパンを最終消

費財と言いかえても内容は殆ど不変であろう。

30）　この情報は，林敏彦「一般均衡理論の課題と意

義」『日文』228号（1983），PP・1～5に負うている。
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財の生産は人間の創意を表現するものであり，極

限的には芸術と少しも変らない。これは人間固有

の活動として地域社会の中に保存するべきもので

ある。ところが量的財の生産は，現在すでにオー

トメーションやロボットに代置されつつあること

からも解るように，基本的には非人間的苦役に過

ぎない。社会主義国家はこのような低次元の生産

を（またそれのみを）引受けて，地域社会の負担を

軽減すべきなのである。

　これまでの社会主義論の盲点は，質的財の生産

と量的財の生産とを区別なく生産一般に，またそ

の裏面にある労働も労働一般に解消していたとこ

ろにある31）。かかる一般化は明らかに狭義の経済

学の価値視点をそのまま受け継いだ結果に相違な

いが，我々は意識的に広義の経済学の使用価値視

点に立つことによってこの形式論的混同を避け，

「人間を充足する労働」と「人間を破壊する労働」

を区別するのである。だがそうすると次の問題が

起る。それは，社会主義国家が地域社会の外部で，

なるべく労働節約的に行なうべき規格中間財の生

産が，いかにして社会的労働過程の中に留まるこ

とができるかということである。しかし第1に指

摘できるのは，この場合には，規格物資に対する

社会的需要のベクトルを中央計画当局が勝手に決

める必要がないということである。地域社会はそ

れが必要とする各種の規格製品の在庫量を押えて

居り，その増域に応じて発註を調節するから，中

央では刻々と報告される各地域の所要量を全国的

に集計すれば，当面の生産をいつも「自発的に形

成された」社会的需要にあわせることができる。

従って今日の計画原理がもつ独善性は避けられる。

すると最後に残る唯一の問題は，社会主義国家が

規格物資の生産に適用する技術が不適正にならな

いためにはどうすればよいか，ということである。

そのためには，受動的に操業する国営工揚の立地

に関して，予め国家と地域との間に厳密な契約が

交されるだけで十分であろう。

　　　　　　　　　　　　（カナダ・ヨーク大学）

31）　だから一方では労働を浪漫的に讃美しつつも，

他方では刑罰としての強制労働も用意しており，どっ

ちが本音なのか一向に明らかでない。
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